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必須であると明言している（Ministry of Finance 2014）。より効率的な補助金給
付について，前政権下で開始されたDBTは新政権下でも継続される。ただし，






ところで新政権は，2014 年 8 月末より「首相による人民の富計画」（PMJDY）
を新たに開始した。これは銀行に口座をもたない貧困世帯や，農村部で金融機
関へのアクセスが限られている世帯に，残高ゼロでも口座を開設させて「金









成立している。本法は，インド全人口の 3 分の 2 に上る低所得者層 8 億 2000
万人（農村部が 75%，都市部が 50%の人口が対象）にコメ 1 キロ当たり 3 ルピ
ー，小麦を同 2 ルピー，トウモロコシなどの雑穀を同 1 ルピーという市場価格









2006 年に第 1 次UPA政権下で開始されたMGNREGSは，前政権の最大の
旗艦事業で，2009 年の第 15 次連邦下院選挙で会議派／UPA政権に有権者が
再信任を与えた一番の理由とされることもあるほどのインパクトを与えてい












































ーに，また，EPF&MP法全 3 スキームについて，適用資格が月額賃金 6500 ル
ピーから同 1 万 5000 ルピーに引き上げられている（前者が 2014 年 8 月 19 日付，































































































































RSBYは 2008 年 4 月に前政権下で開始され，また同年 12 月に成立した非組織
労働者社会保障法に含められる 1 スキームでもある。この非組織労働者社会保












2013 年 12 月の州議会選挙で大勝し州首相に就任したBJPのヴァスンダラ・ラ
ージェーは 6 月 5 日，同州の労働争議法，工場法，請負労働（規制および廃止）





















から同 300 人への引き上げ，労働争議の提起を 3 年以内に制限，労働組合登
録に必要な組織化された労働者比率を企業・事業所内の 15%の労働者から同
30%に引き上げ，等が提案されている（Indian Express, June 8, 2014）。工場法改
正案では，法の適用となる事業所の従業員規模を現行が動力を用いない事業所
では 20 人，用いる事業所では 10 人以上であるのを，それぞれ同 40 人，同 20
人に引き上げることを提案している。請負労働法改正案でも法適用に関する労




ている。そして州議会は 7 月 31 日，労働争議法，工場法，アプレンティス法，
請負労働法の改正を議決した（Business Standard, August 5, 2014）。あとは大統





















































さて，労働法の改正に関しては次のような展開をみせている（2014 年 8 月現
在）（12）。EPF&MP法に関する変更は前節ですでに触れたが，これも法改正にか
かわる通達である。加えて 7 月 1 日付けで，労働・雇用省から鉱山法に関する
通達が官報掲載となり，ガスや石油採掘に関する安全衛生の促進とともに，労
働時間や人員配置に関する規制が一部緩和された。ただしこれには労働者個人
と使用者の合意が必要としている。また，7 月 31 日には工場法，アプレンテ
ィス法，労働諸法（特定事業所による報告書提出および記録簿維持免除）法に関




50 時間から 100 時間に延長（一部 75 時間から 115 時間に（13）），工場における女
性の夜間就労規制の緩和，労働安全に関する取り組みの改善，労働者が諸給付




















却にも反対し，6 月 24 日のトマール労働・雇用大臣との会合でも反対の姿勢
を明確にしている（17）。こうしたなか，技能形成の促進をめざすアプレンティ





































































ドの貧困層について，2014 年 6 月に発表された専門家グループによる報告書（ランガ
ラジャン・リポート）によると，2011 年度の貧困線以下（BPL）の人口は 3.63 億人，
またBPL人口比（以下，貧困率とする）は 29.5%であったが，2009 年度のBPL人口 4.55
億人・貧困率 38.2%からは改善している（GOI 2014）。労働市場に目を向けると，たと













増， 陸上運輸・幹線道路省が約 300 億ルピー増，農村開発省が 160 億ルピー増，人的



























が 6 月 5 日に開かれている。
⑿　本項でみる労働法の改正内容については正確に把握できていない恐れがあるため，個
別内容は各自で確認されたい。
















⒄　CTUOが掲げる政府に対する要求 10 項目は次のとおりである。① 物価対策（PDSの
普遍的適用，投機的取引の禁止），② 雇用創出計画による失業対策，③ 労働諸法の厳格
な履行，罰則の適用，④ すべての労働者への社会保障，⑤ 月額 1 万 5000 ルピー以上




請後 45 日以内の労働組合の強制登録とILO87 号，98 号条約の即時批准。本要求 10 項
目は先立つ 6 月 5 日のジャイトリー財務大臣との会合でも示され，またモディ首相に
もCTUO11 組織の連名で書簡が送られている（http://www.kractivist.org/joint-trade-
union-letter-to-pm-narendra-modi/ 　2014 年 8 月 10 日アクセス）。経緯等は不明だが，
本書簡は 6 月 24 日のトマールとの会合の際にCTUOからモディ宛として作成されたも






限をかけることになった（施行は 2002 年）。2003 年には工業雇用（就業規則）法（中
央）施行規則が政府通達で改正され，有期労働契約がインドで初めて正式に導入され
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